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厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会中間取りまとめ（平成17年9月15日）  

今後の生活習慣病対策の推進について（抄）  

目  次  

1 はじめに  
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3 今後の生活習慣病対策の基本的な方向性  
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～メタポリックシンドロームの概念を導入した対策の推進～   
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～エビデンスに基づく施策展開と事業の実績評価の推進～   

Ⅲ 生活習慣改善の効果的なプログラムの開発と普及  

～ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチの相乗  
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Ⅳ 個人の取組を社会全体で支えるための責任・役割の明確化  

～都道府県の役割強化と産業界も含めた関係者との連携促進～   



4利休的な対応方針   
Ⅰ 健康づく りの国民運動化（ポピュレーションアプローチ）  

（1）メタポリッウシンドロー ムの概念の普及定着  

（2）「健康日本21」の代表目標項目の選定  

（3）具体的な施策プログラムの提示  

～「1に運動、2に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ」～  

（4）産業界も巻き込んだ国民運動の戦略的展開  

Ⅱ 網羅的・体系的な保健サービスの推進（ハイt」スクアプローチ）  

（1）メタポリックシンドロームの概念に基づく健診・保健指導の  

導入  

（2）若年期からの健診・保健指導の徹底  

（3）健診機会の段階化と保健指導の階層化  

（4）保健指導プログラムの標準化  

（5）健診項目の重点化、精度管理の徹底等  

Ⅲ 糖尿病一循環器病対策  

Ⅳ がん対策  

Ⅴ 生活習慣病対策の推進体制  

（1）生活習慣病対策の推進に向けた関係者の責務と役割  

（2）医療保険者による保健事業の取組強化  

（3）健康づくりに関する都道府県の総合調整機能の強化と都道府  

県健康増進計画の内容充実  

（4）保健指導のアウトソーシング  

（5）保健サービスのアウトカム評価の実施  

（6）市町村の保健師、管理栄養士等の役割  

5 最後に   
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（3）具体的な施策プログラムの提示  

～「1に運動、2に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ」～  

①身体活動t運動施策（「エクササイズガイド（仮称）」の策定、  
普及、活用等）  

身体活動・運動施策における科学的な根拠として平成元年  
に策定された運動所要量については、策定後長期間経過して  
おり、最新の科学的知見に基づき見直しを行うべきである。  

日常生活における歩数は男女とも減少しており、また、高  

齢者以外では運動習慣者の割合も増加していないといった現  

状を踏まえ、平成5年に策定された運動指針を見直し、単に  
「歩数を増やす」というだけでなく、ライフスタイルに応じ、  

運動不足の解消を目指した具体的な実践方法等をわかりやす  

く示した「エクササイズガイド（仮称）」を策定し、フィッ  

トネス業界等の産業界や運動関連団体等を通じ、地域や職場  
を通じた普及活用を進めることが必要である。  

また、健康運動指導士などの運動指導の専門家については、  

質の向上を図りつつ、多様な養成形態を認めるとともに、そ  

の定着の促進を図ることが必要である。保健師、管理栄養士  

等も運動指導に関する知識・技術の習得が求められる。  

（4）産業界も巻き込んだ国民運動の戦略的展開  

「健康日本21」は、平成12年より国民運動として推進し   
てきたが、産業界との連携が必ずしも十分とは言えない面があ   

ったことは否定できない。  

国民運動として生活習慣病対策を推進していくためには、地   

域住民に対するポピュレーションアプローチの中心的な役割を   

市町村が果たす必要があるが、行政や外郭団体による取組だけ   

でなく、産業界が「エクササイズガイド（仮称）」や「食事バ   

ランスガイド」等を広く普及、活用していくことが重要である。   

既に、スーパーマーケット、コンビニエンスストアやファミリ   

ーレストラン等の食品関連産業やフィットネス業界、健康関連   

機器業界などにおいて、健康づくりの観点からの情報提供も広  

がりつつあり、こう した関連業界を始めとする幅広い産業界の  

自主的な取組との一層の連携が不可欠である。  

また、運動指導、栄養指導などがそれぞればらばらに行われ  

るのではなく、個人の生活習慣の改善に向けた取組を総合的に  

支援する体制の整備も期待される。   



Ⅱ 網羅的・体系的な保健サービスの推進（ハイリスクアプローチ）  

（4）保健指導プログラムの標準化  

基本的な生活習慣のかなりの部分が幼少期に確立されること   

を考えれば、その後の生活習慣の改善は簡単ではない。このた   

め、保健指導の実施に当たっては、対象者それぞれの健康に対   

する意識のレベルや、個々のライフスタイル等を理解した上で、   

それぞれの状況等に応じ、必要な時に、的確に、本人の自主的  

な行動変容の支援を行うことが重要である。  

こうした保健指導については、各実施主体ごとの創意工夫も   

重要であるが、国としても、保健指導プログラムを標準化し、  

その普及を図る必要がある。その際には、メタポリックシンド  

ロームの予防は、適度な身体活動・運動と食生活の改善が基本  

であることから、運動指導と栄養指導がそれぞればらばらでは  

なく一体的なものとして行われることが必要である。また、前  

述した「エクササイズガイド（仮称）」や「食事バランスガイ   

ド」等を保健指導においても積極的に活用していくべきである。  

また、保健指導を担当する医師、保健師、管理栄養士や運動  

指導の専門家等についても、運動指導や栄養指導を一体的に提  

供できるよう、特にこれまで必ずしも十分ではなかった運動指  

導や動機付け支援等について、研修の充実等による資質の向上  

を一層図るとともに、多職種が連携した取組の推進が必要であ  

る。  

Ⅴ 生活習慣病対策の推進体制  

（4）保健指導のアウトソーシング  

今後、生活習慣病の予備群を中心にきめ細かく個別のニー  

ズに対応していくためには、保健事業に係る市町村、医療保  

険者等の内部の実施体制のみでは十分に対応できないことが  

想定され、民間事業者は、医療機関等との連携により積極的  

なサービス展開を行うことが求められる。  

良質な保健サービスを提供できる民間事業者を育成してい  

く際には、医師、保健師、管理栄養士や運動指導の専門家等  

のマンパワーや、提供されるサービスの内容等について、一  

定の基準を設けることが必要であり、国として、医療保険者  

等が保健指導を民間事業者にアウトソーシングする際に考慮  

すべき基準を示したガイドライン等を策定し、提示すること  

が必要である。   



厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会委員  

平成17年6月3日～  
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医療制度構造改革試案（抄）  （厚生労働省 平成17年10月19日）  

l予防重視と医療の質の向上・効率化のための新たな取組  

（1） 生活習慣病予防のための本格的な取組   

① 糖尿病・高血圧症・高脂血症の予防に着目した健診及び保健指導の充実  

○ 近年、我が国では、中高年の男性を中心に、肥満者の割合が増加傾向にある。肥  

満者の多くが、糖尿病、高血圧症、高脂血症（以下「糖尿病等」という。）の危険  

因子を複数併せ持ち、危険因子が重なるほど心疾患や脳血管疾患を発症する危険が  

増大する。  

○ これらの疾病を予防するためには、運動習慣の定着やバランスのとれた食生活な  

どの生活習慣の改善が効果的であり、こうした効果をねらって健診及び保健指導の  

充実を図る必要がある。  

○ 具体的な方策としては、国が示す基本方針の下で、都道府県健康増進計画におい  

て、糖尿病等の患者・予備群の減少率の目標やその実現につながる内容の健診及び  

保健指導の実施率の目標を設定し、これらの達成に向け、医療保険者、都道府県、  

市町村等の具体的な役割分担を明確にし、連携の促進を図る。  

特に、国保及び被用者保険の医療保険者においては、糖尿病等の予防に着目した  

保健事業の本格的な実施を図る。  

○ 健診及び保健指導の実施に際しては、適切な主体への外部委託を含め、民間活力  

を活かし、効果的で効率的なものとする必要がある。  

また、保健指導については、個々の対象者の生活習慣等を理解した上でそれぞれ  

の状況を踏まえた効果的な支援を行うものでなければならないことから、国におい  

て早急に保健指導プログラムの標準化を行うとともに、都道府県においては、保健  

指導の質の向上等を図るための研修事業等の取組を行う。  

（診 都道府県、市町村による国民の生活習慣改善に向けた普及啓発等の充実   

○ 運動習慣の定着、バランスのとれた食生活、禁煙といった健全な生活習慣の定着  

に向け、「健康日本21」の中間評価結果を踏まえた取組を充実弓轟化する。   

○ 都道府県健康増進計画において、運動、食生活、喫煙等に関する目標を設定し、  

市町村を中心とした普及啓発を積極的に展開する。   

○ たばこに起因して医療費が増大することを勘案し、たばこ対策についての取組を  

強化する。  

③ 健やか生活習慣国民運動推進会議（仮称）の設置   

○ 運動、食生活、禁煙を柱とする生活習慣病予防や、生活習慣の積み重ねが影響す  

る高齢期における介護予防を国民運動として展開していくことを目指し、健やか生  

活習慣国民運動推進会議（仮称）を設置する。そのため、まず、所要の準備会議を  

置く。   



Ⅱ 医療費適正化に向けた総合的な対策の推進  

（1）中長期的な医療費の適正化  

中長期的に医療費の適正化を行うため、国が示す参酌標準の下で、三計画との整合   

性を図る形で都道府県が医療費適正化計画（仮称）を策定し、一定期間後に計画推進   

効果を検証しつ？、医療費の適正化に取り組む仕組み（都道府県医療費適正化計画制  

度）を導入する。   

① 計画の策定、実施、検証、実施強化、実績評価の流れ  

（平成27（2015）年度における医療費適正化の実質的な成果を目指す政策目標（全  

国目標））  

l糖尿病等の患者■予備群の減少率  

－ －・平成20（2008）年と比べて25％減少させる。  

ii平均在院日数の短縮日数  

‥・全国平均（36日）と最短の長野県（27日：計画策定時に固定）との差  

を半分に縮小する。   

※ i及びiiの目標と併せて、これらを実現するための具体的な取組レベルでの目  

標も示す。  

例）iについては、糖尿病等の予防に着目した健診及び保健指導の実施率  

iiについては、在宅等での看取り率、地域連携クリテイカルパス実施率、病  

床転換数 等  

② 医療保険者による保健事業の本格実施   

○ 国保及び被用者保険の医療保険者に対し、40歳以上の被保険者及び被扶養者を  

対象とする、糖尿病等の予防に着目した健診及び保健指導の事業を計画的に行うこ  

とを義務づける。あわせて、実施結果に関するデータ管理を義務づける。   



運動所要量・運動指針の策定方針  

＜総論＞  

○ 運動所要量・運動指針は、生活習慣病の発症予防を含めた健康の維持・増進のた   

めに必要な身体活動量（運動量）及び体力、並びにそれらを踏まえた具体的な身体   

活動・運動の実践方法等を提示する。  

○ 運動所要量・運動指針の対象者は、  

（D 健康な者   

② 健康診査において軽度な異常（例えば血圧が高い、血糖値が高い等）があり、  

生活習慣の改善の必要性が指摘されている者  

とする。  

＜各論＞  

（1）運動所要量について  

○ 運動所要量の策定目的は、身体活動・運動を指導する者等に向けて、生活習慣病   

の発症予防を含めた健康の維持・増進のために必要な国民各人の身体活動量（運動   

量）及び体力の目安を示すことである。  

○ 運動所要量の策定においては、身体活動量（運動量）及び体力について検討し、   

可能な限り最新の科学的根拠に基づいた運動所要量を策定する。  

（2）運動指針について  

○ 運動指針の策定目的は、国民各人が身体活動・運動の現状や目標を知り、生活習   

慣病の発症予防を含めた健康の維持・増進に向けた身体活動・運動についての理解   

を深め、それを実現するための具体的な身体活動・運動の手法を提示することであ   

る。  

○ 運動指針の策定においては、生活習慣病の発症予防を含めた健康の維持・増進に   

向けた身体活動・運動について、 国民各人が容易に理解し、活用しやすい内容とす   

るとともに、専門家及び関係者による普及啓発及び活用の方策についても併せて検   

討する。   


